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1. はじめに
米英軍によるイラク攻撃など2001年 9 1 1事件以後､ 世界で
は､ 戦争と平和をめ ぐる動きが活発で ある｡ 社会系教科 (小 ･
中学校社会科､ 高校地歴 ･ 公民 科) は､ 学 習内容として国際
政治や国際間題を取り上げるがゆえに､ 学校におい て こ の よ
うな時事的な問題に応えうる教科として の性格を持 っ て い る｡
しか し､ そ の 取り上げ方は､ 教師が ､ 新聞やテ レ ビ映像など
を提示 し､ 学習者 の興味や関心を喚起する のみ であ っ た り,
時事的事象に対する教師自身の思 いや判断をの べ ､ 一 定の 態
度や心情を学習者に育て ようとするもの が多い ｡
逆 に ､ 時事的事象にかかわる問題 の視点や枠組み を示すこ
とで ､ 学 習者にと っ て 選択的な価値判断が可能な授業は少な
い と い える｡ 時事的問題事象に対する多様な視点､ 対立する
価値観や価値の葛藤を授業過程の 中に組み込む ことで , 学 習
者に ｢開かれた価値観｣ 形成を目指して い く こ とが社会科学
習 の課題にな っ て い る｡
本稿は､ こ の ような社会科学習の課題から､ 9 11事件以後､
活発にな っ て きた日本の平和と国際貢献をめぐる議論に つ い
て ､ そ の論点及び争点を指摘しようとするもの で ある｡
論考では､ まず､ 日本の平和と国際貢献をめ ぐる戦後の動
きを自衛権 ･ 自衛隊を中心 に概観する｡ その 中て ､ 日本 の自
衛論の根幹である ｢専守防衛｣ や近年議論される ｢国際員献｣
に つ い て 触れ て い くo そ の際､ 国家的 ･ 軍 事的 ア クタ ー だけ
ではなく市民的ア クタ ー に つ い て もとりあけ､ 現在 の 国際貢
献 ･ 協力 の あり方をめ ぐる認識フ レ ー ム に つ い て 考 察する｡
最後に ､ 社会科授業づくり - の 視点 に つ い て 示唆を した い ｡
2. 自衛権 ･ 自衛隊をめ ぐる戦後の動 き
戦後の自衛隊をめ ぐる動 きは､ 憲法前文 ･ 憲法 9条の平和
主義および不戦 ･ 非戦の理念 ･ 規範と､ 米 ソ冷戦下 の 国際社
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会に呼応 した防衛力の整備増強とい う政治的 ･ 軍事的現実と
の ､ 乗離の歴史で あ っ た ｡ 以 下､ こ の動きを概観して しみ よ
う (図1参照)10
まず､ 敗戦から朝鮮戦争勃発まで の約 5年間 (19 45-49年)
を第1期と しよう｡
こ の時期は､ G HQ 占領下にあ っ て ､ 日本国憲法 の制定や社
会の構造的改革が実施され ､ 戦後の再出発に当た っ て ､ 日 本
の非武装平和国家､ 民主 的市民社会の枠組みが決ま っ て い っ
た時期て ある｡ 憲法制定議会にお い て 国家の ｢正 当防衛権｣
を否定した吉 田茂首相の答弁 (1946年6月28日 の衆議院本会
議における首相答弁2) や ､ い っ さ い の 戦力放棄をうた っ た文
部省の教科書 『新し い 憲法のはなし』 なとは当時 の状況をよ
く伝えて い る3｡
次に ､ 朝鮮戦争勃発から日米安全保障改定前まで の約1 0年
間 (1950-59年) を第2期と しよう｡
こ の 時期は､ 非武装平和国家づくり の方針が ､ 東西陣営 の
対立と いう国際情勢の変化によ っ て 大きく転換し､ サ ン フ ラ
ン シ ス コ 講和条約 (195 1年) によ っ て 独立した日本が､ ア メ
リカを中心とする西側陣営に組み込まれ て い く時期てあ っ た｡
軍事的には米軍 の駐留を前提にして , そ の 限り で武力による
防衛力 (自衛隊) が必要とされたが ､ 他方 ､ 米軍駐留の 代償
と して軍事費の負担は少なく､ 経済的 に西側 の 一 員として自
由貿易の恩恵を蒙り､ 経済成長の土台とな っ た時期で あ っ た｡
こ の 時期､ 自衛隊が発足 し､ 日米安全保障条約 (19 51年)
および関連法規 に よ っ て 米軍が継続して 駐留する こと に な っ
た｡ また集団的自衛権の行使を規定 して い る国際連合 (国連
憲章第51条) にも加盟 した (19 56年)｡ い すれも憲法 の規範性
との抵触が指摘されるも の で ある｡ なお ､ 米 軍駐留 に つ い て
は､ 憲法 9条は日本 の戦力を放棄 して い る の で あ っ て ､ 外 国
軍隊は､ 憲法 9条 の い う戦力 には当たらな い と い う解釈がさ
れ て い る4｡
国際 連合は ､ 第 二 次世界大戦 の 反省 か ら ｢国際 の 平和と安
第1期 …
i9,15 0 8第2次大戦お わる(ポツダム 宣言受諾)
19 46 11日本 国憲法公布
自衛権(国家正 当防衛権)も含めて い っさい の 戦争を放棄
( 吉田茂首相答弁 ､ 文部省｢新しい 拳法の は なし｣)
第2期 -
i95 0. 6 朝鮮戦争勃発(5 3.07休戦)
1 95 1.09 サン フラン シ ス コ 講和条約 ｡ 日米安全保 障条約(米軍の 駐留)
自衛権の 存在をみとめる｡
駐 留米軍(外国軍隊)は戦力 に該当 せず
19 54.03 日米相互 防衛援助協定 自衛隊発足(54 07)
自らを防衛するための 必要最小限度の 実力
19 56 12国際連合に加盟(集団的自衛権を認 めた国連 憲章51 条)
個別的自衛権は認 めるが集団的自衛権は禁止
第3期 -
19 60. 1 日米安全保障条約(新)
自衛 力 武 力攻撃 に抵抗する能 力 ､ 自衛隊の 戦力を前提
1 970 日米安全保障条約自動延長
専守防衛(1 97 0年第1 回防衛白書)
1 97 3第 一 次オイル シ ョ ック
第4 期 -
1 97 8日米防衛 脇力 の指針(旧)(日米両国の 共 同対処 ｡ 同盟関係)
自衛力の 程度は時 々 の 国際情勢によっ て異なる
第 5期
i9 91
19 92
19 94
19 99
湾岸戦争 ｡ソ連崩壊
国連平和維 持活動協力法
自衛隊の 海外派遣､ 集団的自衛権につ い ては灰色
自衛隊合憲声明(村山内閣)
周辺 事態安全確保 法( 新ガイドライン)
第6期 -
2 001 0 9 1 1米国同時テ ロ 事件 ｡アフガン攻撃
2 00 2 テ ロ 対策措置法
アメリカ軍の 後方支援 ､ 集団的自衛権を実質的に容認 ?
200 3 米英軍 によるイラク攻撃 ､ フ セイン政権の崩壊
イラク復興支援特別措置法
図1 自衛権 ｡ 自衛隊をぐる戦後の 動き (藤原作成)
仝を維持する｣ 目的 (国連憲章筒 1草第 1条) て設立された｡
たか ､ 国連 憲章 に は､ 不戦と戦争と い う二 つ の 相反する原理
か ある｢｡ それ は､ ｢武 力に よる威嚇 又は武力 の 行使｣ を禁 した
第 1竜第 2条第 4填 てあり､ 他 方て ､ ｢平和 に 対する脅威 ､ 平
和 の破壊及ひ 侵略行為に 関する行動｣ と して 経済制裁なとを
記 した第 7茸第41条や､ ｢国際連合加rl]H 国の 空軍 , 海 軍又 は陸
軍｣ ( 国連軍)に よる武力制裁をきめた第42条てある｡ また､
静51条 て は ｢安 全保障理事会が国際 の 平和及 ひ安全 の 維持 に
必要な措置をとるまて の 聞｣､ 加 盟国 の ｢個別的 又は集巨那勺自
衛 の 固葡 の 権利｣ を認 め て い る
-`
｡
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武力なき自衛権
武 力による自衛権
専守 防衛
(個別的自衛権)
防衛力の増大
国連平和維持活動
日米共同軍事行動
(集団的自衛権 ?)
国連に加 盟する場合､ 国連軍と自衛隊 の 関係 ､ 集巨那勺自衛
権 の 行使 の 是非なと の問題 か発生する｡ 集 団的自衛権とは､
軍 事 同盟 の 考え方で ､ 同 盟関係 にある
-]j
-
の 固か 攻撃された
時に ､ 自国 - の 攻 撃とみな して自衛権を行使するも の て ある｡
幸 い に して ､ 国連 軍は現在まて編成された ことか なく関越 に
ならな か っ たが ､ 集 団的自衛枠 に つ い て は ､ 存在 は 認 め るか
そ の 行使は ､ 交 戦権 の 否定ととも に ､ 憲 法 9条に抵触するも
の と し て 歴代政 凧 ま禁して きた
7
｡
第 3 期は､ 日米安全保障条約 の改定から第1次オイ ル シ ョ ノ
ク まて の 間 (19 60-73年) て ある｡
時事的問題学習と して の 社会科
こ の時期は､ ｢戦力として の自衛隊｣ を前提とした日米の相
互援助的性格をも っ た新安全保障条約 の もと (1 970年からは
自動継続)､ 高度経済成長を達成 し､ 防 衛費もそれに つ れ て増
大 して い っ た 時期 てある｡ 少 な い 軍 事費で自由貿易 の恩恵 を
最大限に生か した時期と言える｡ た だし､ 国際的には ベ トナ
ム戦争が拡大し､ 沖縄返還後 (1 972年) も米軍基地の 大半が
沖縄 に集中して い た｡ こ の よ うな時期の 防衛戦略と して ｢専
守防衛｣ 論が て て きた｡
第4 期は､ オ イ ル シ ョ ッ ク 後からソ連崩壊 ･ 湾岸戦争まで
の時期 (19 74-1 990) で ある｡
こ の時期､ 日本 は､ 2 度の オイ ル シ ョ ッ ク を克服 し, 世 界
経済 の中に確固たるプ レ ゼ ン ス を見せ ､ 軍事国家よりも通商
国家の成功例として評価された8｡ また､ プラザ合意 (198 5年)
によ っ て 円高か進行 し､ 日本企業 の グ ロ ー ハ ル 化がすすみ海
外進出 ､ 技術移転な ど､ 欧米先進 工業国や西太平洋 ･ 東アジ
ア諸国 ･ 地域と の経済的相互依存関係か飛躍的に深 ま っ た ｡
国際社会で は､ 先 進国首脳会議 (第1回サミ ッ トはベ トナ ム
戦争終結後の1975年) に加わり､ 世 界経済に対する役割を果
たすと同時に､ 経済大国にな っ た責任国家として ､ 援助や技
術協力 の あり方､ ベ トナ ム ･ イ ン ドシ ナ戦争 の終結による難
氏 (1 975年受け入れ ､ 1 982年難民条約批准) や外国人労働者
の受け入れなど - の 対応が問われた の も この 時期からである9｡
防 衛 に関しては､ 197 6年から19 86年ま で GNP 1 %内の予
算枠かきめられ ､ 経済 の 規模 の 拡大とともにそ の予算は増大
し､ 1 978年の 日米防衛協力 の指針 (旧ガイ ドライン) で は日
米同盟 の強化がはか られた｡ な お､ こ う した事実がありなが
らも､ ｢専守防衛｣ 論は､ 第 3期 ･ 第4期をとお し て 国防 の 基
本方針として自衛隊からの反発も少なく ､ 国 民的な合意形成
がみられたと い われ て い る1 0｡
3 . ｢専守防衛｣ 論とその背景
ここ で ､ 日本 の 防衛論の根幹とな っ て い る ｢専守防衛｣ 論
に つ い て 触れ ておきた い ｡
｢専守防衛｣ は､ 1 970年の第 1回防衛自書 ( 中曾根防衛庁
長官時) に登場した言葉である｡ 日本 の 防衛は ｢専守防衛を
本旨｣ とし､ ｢憲法を守り, 国土防衛｣ に徹し､ その ｢防衛力
は､ わが国 に対する侵略があ っ た場合に､ 国 の 固有の権利 で
ある自衛権の発動により, 戦略守勢に徹し､ わが 国 の 独立と
平和を守るため のも の｣ とされた
1 1
｡ 現在も自衛のため の 防衛
力の行使と い う基本方針と して保持され て い る1 2｡
｢専 守防衛｣ は､ そ の ｢国土防衛に徹す る｣ と い う戦略ゆ
えに ､ 一 国の 戦 力と し て は不十分たと い う批判がある｡ しか
し日米安全保障条約およひ米軍 の日本駐留を前提にするなら
は ､ ｢戦略守勢｣ と し て積極的 に評価 で きるとする戦史家もい
る1 3｡ 1 970年に登場 した ｢専守防衛｣ 戦略は､ 日米安全保障条
約が日米 の 軍事的な相互協力を盛り込んだ1 960年以後の ､ そ
し て 自衛隊 の戦力 の 整備が進み実質的に米軍との防衛分担が
可能 にな っ た時期 の 考え方で ある｡ それゆえ､ ｢専 守防衛｣ と
い う防衛戦略は当初からあ っ たわけで はな い ｡ 自衛隊 の 発足
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(1954年) まもない 時期の ｢国防の基本方針｣ (195 7年1 4) で
は､ 日本か外部か ら侵略された場合 の自衛権の 存在とそ の た
めの戦力整備 ､ 国際連合に対する紛争解決と米国と の安全保
障体制 へ の 期待が述 べ られ て い るに過ぎなか っ た｡
逆 に､ 現在､ ｢専守防衛｣ はあまり積極的に議論されな い ｡
なぜ ならば ､ 冷 戦 が終了 し､ ア メ リカが唯 一 の 世 界 の 軍事大
国 である い ま､ ｢戦略守勢｣ よりも米軍との積極的な軍事協力
が求められ て い るからで あり､ それ に応じるたけの戦力が自
衛隊には備わ っ て い る からで ある｡ む しろ､ こ の よ うな文脈
の 中で ｢専守防衛｣ 論にと っ て かわ っ て ､ ｢国際貢献｣ 論か議
論されるようにな っ て きたと い えよう｡
つ まり､ 国際情勢 の変化と自衛隊 の戦力の増強は ､ ｢専守防
衛｣ の議論を こえて しま っ た とも いえる｡ 自衛隊は､ 1 95 7年
の第1次防衛力整備計画以来､ ほ は5年ごとの防衛力整備計画
を行い ､ 現 在で は世界有数の軍事力をも つ まで にな っ た｡ 20 00
年の 国防支出額 ( ドル ベ ー ス) で は ア メリカ､ ロ シ ア に次 い
て世界 3位 である1 5(ア ジア で は中国よりも多く1位)｡ また､
核兵器､ 大陸間弾道ミサイ ル ､ 戦略爆撃機､ 攻撃型空母 こそ
ないが ､ 外 洋 で の ｢防衛｣ 行動を前提としたイ ー ジス 艦や国
内で は十分すぎるほどの戦車 (約120 0両)､ P 3 C対潜哨戒機
など､ ｢専守防衛｣ には不釣り合い な兵器が自衛隊 に は装備さ
れ
1 6
､ 近隣ア ジア から日本の再軍備 - の 懸念を呼ぶ要因にもな っ
て い る1 7｡ 現行 の 日本国憲法 のもと ではありえな い こ とたが､
原 子力発電やH 2ロ ケ ッ トによる人 工衛星打ち上けなどの民
生技術も､ 日本 の 軍事的な潜在能力の高さと して見倣す ｢外
国｣ もあ っ て も不思議 て はな い ｡
4. ｢国際貢献｣ 論とその 背景
｢専守防衛｣ 論にと っ て かわ っ た議論と して ｢国際貢献｣
論がある｡ これ に つ い て もふれ てお こう｡ 第 5期 ( 図1) は､
1 991年の湾岸戦争の勃発 ･ ソ連崩壊から10年間 て ある｡
冷戦が終結し世界平和 - の 期待 を抱かせたが ､ 旧 ユ ー j や
旧ソ連圏内の紛争 ､ ア フ リ カの内戦など冷戦後 の枠組み模索
の空自に生じた紛争か増え､ 国 際連合 の 役割が大きくなり､
冷戦に勝利 したア メリカが国連を利用するようにな っ た時期
で ある
1 8
｡
こ の時 ､ ｢国際貢献｣ は､ 湾岸戦争時の多国籍軍 の主体で あ っ
た ア メリカ軍 - の 人的責献や国連平和維持活動 (P K O) へ の
自衛隊派遣をさ して の言葉と して登場した｡ 湾岸戦争時 ､ 多
嶺の貿易黒字国で あ っ た 日本は､ ドイ ツ とともに軍事費の負
担をしたが ､ 人 的貢献を しなか っ たため に ｢国際社会｣ か ら
は評価されなか っ た｡ こ れ が契機となり､ 国 際的な孤立を避
け､ ｢カネは出 したが人はださな い とは い われたくな い｣ と い
う ム ー ドが政府や保守系 メデ ィ ア に 生まれ て い っ た｡
こ こ に お い て ､ 専 守防衛 の実質的意義は消失 し､ ア メ リ カ
との協九 同盟関係 の強化 (199 9年周辺事態安全確保法 - 新
ガイ ドライ ン)､ 国連平和維持活動 - の 自衛隊参加と海外派遣
へ と､ ｢防衛｣ 戦略は大きく転換 し て い っ た (1 992年国連平和
維持活動協力法)｡ PK O協力法成立後､ 自衛隊は､ カ ン ポジ
ア をはじめ平和維持活動や災害支援活動 のため に海外 に派遣
され て い る｡ また､ 1 994年 には､ 歴代政府 か あ い ま い に して
きた自衛隊 の合憲 ･ 違寮性か ､ 当時 の 村 山内閣 によ っ て ､ は
じ めて 合憲 て あるとされた1
C)
｡
こ の 時期 ､ 国際員畝の論議て特徴的で あ っ た の は憲法前文
の ｢読み替え｣ てある､ 戦争放棄や交戟梓を否定 した憲法 9
条を
"
消極的平和主義
"
と し､ 憲 法前文 の ｢自国 の こ と の み
に専念 し て他国を無視｣ せす､ ｢平 和を維持 し､ 専制 と隷従､
圧迫 と偏狭を地上か ら永遠 に除去 しようと努め て い る国際礼
会に名誉ある地位を占めた い｣ と い う理想を
"
積 極的平和主
義" と し､ 国連 軍をはしめとした平和維持痛動 に自衛隊か積
極的 に参加す へ き て あると主張するも の て ある｡
い わゆる ｢小沢調査会｣ の提言に代表された こ の 考え方は､
｢専制と隷従 ､ 圧迫 と偏狭｣ (構造的暴力) の除去と い う憲法
前文 の積極的平和主義を､ 単 なる国連指揮ー Fの 平和経路活動
- の自衛隊参加と い う狭い 文脈 て読みかえたも の て あるか ､
P K O･ 国連軍 - の 参加や多国籍軍 ･ 米軍 - の 支援と国際頁献
の関わり に つ い て 課題を提起する こと にな っ た 2()0
た か､ こ の 時期 に は ､ 経 済的 ･ iL 全的な文脈にお い て も国
際貢献 か 庄目された ことも忘れ て はならな い ｡ 1 つ は政府間
発援助 (O D A) て あり､ 1 つ は市民癌動 ･ N G O である｡
199 0年代を通 し て 世界最大 て あ っ た 日本 の OD A 予簸は､
西 太i[!i洋 ･ ア ジア の 経済発展 に貢献し てきた｡ しか し､ その
支援がア ジア ･ ア フ リ カなと貧しい 国 - の 人道支援 に多く配
分され て い たわけではなか っ た｡ 199 8年当時 の 小淵首相は､ ｢よ
りよ い 地球社会の実現｣ にむけて ､ ｢人間 の 生存, 生活, 尊厳
を脅かすあらゆる種麹 の脅威を包括的 に捉え, これ ら に 対す
る取り組みを強化する｣ ｢人間 の 安全保障｣ の 考え方を提案し､
国際社会 の協力や市民痛動 ･ N G O との連携 の重要性を訴えた｡
これ は､ 憲法前文 の穐極的平和主義の 活用 て あり､ 国連 安全
保障理事会てはなく経済社会理事会 の 目的 にそ っ た国際貢献
て ある
2 1
o
市民活動 に つ い て は､ 19 95年に起きた阪神淡路大震災と災
害復興支援のiT)民ボラ ンテ ィ ア の 店躍か大き い o 内外 の市民
ボラ ン テ ィ ア の 店躍は市民に よる国際貢献 の 道もある ことを
示 してくれた｡ 日本て も､ 199 8年に特定非営利癌動法人法 (N P O
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時事的問題学習と して の 社会科
汰) か成立 して ､ 市民活動をささえるようにな っ た｡
2 001年9 11以後を第6期と した の に は理由がある｡
それは､ 戦争と平和 の概念を転換したからで ある｡ 2 001年
9 11事件とは､ 米 国同時テ ロ 事件をさすが､ 湾岸戦争まで は､
侵略にせよ攻撃にせよ､ 戦争は国家が行うもの で あ っ た｡ し
か し､ 9 1 1事件は､ 19 95年の地下鉄サリ ン事件 (東京) と同
様､ 非国家グル ー プ による無差別殺教攻撃である｡ ア メ リカ
がア フ ガ ン を報復攻撃したために､ 国家対国家の戦争のよう
にみえるか ､ 攻撃した側も ア フ ガ ン国内 - の 無差別殺裁を結
果的に行 っ た｡ 国家対国家の戦争で な い 時代 で は､ 国家が莫
大な軍事費を投入して軍備を装備 し国民や住民 の安全を守る
とい う原則が どこか で崩れ て い る こ とを意味して い る2 3｡ した
が っ て ｢平和 の うちに生存する｣ と いう､ 非戦 ･ 不戦を前提
に した ｢人間の安全保障｣ と い う発想をもたない 限り､ 議論
は古典的な国家の防衛力とそ の行使の域を こえな い の で ある｡
なお､ 日本 て は2 002年の テ ロ 対策措置法が成立 し､ 国連憲
章の目的達成 の ため に ア メリカ軍 の ｢後方支援｣ と して 自衛
隊がイ ン ド洋に派遣された ｡ こ の 憲章とは第51条に相当し､
従来の古典的な国家同盟観に立 っ て 集団的自衛権を行使した
疑 い が極めて高い 2 4｡
5 . ｢平和と国際貢献｣ をめ ぐる認識フ レ ー ム
次に ｢平和と国際責献｣ をめ ぐる議論に論点を移そう｡ 図
2 は福田菊氏が作成した ｢不戦の方向 -｣ で ある2 5｡ 不 戟の決
意を示す憲法第9条を右端に､ 不戦の理想から右端 の戦争の
現実 (各国軍隊) ま で ､ 武力行使を禁じた国連憲章第2条､
国連平和維持活動 (P K O)､ 自衛隊 ､ 平和執行部隊､ 国連軍､
朝 鮮 ｢国連軍｣､ 多国籍軍と順に並 べ たもの で ある｡ もとより
図で ある の で ､ 各項目間の距離はおおよそを表わ して い るに
すぎない ｡
図3 は､ 図2 になら っ て ､ 筆者が ｢平和と国際貢献｣ をめ
ぐる論点 ･ 争点を 5 つ に焦点化してみたもの である｡
まず､ 右端に ､ (1) 非軍事平和主義 ･ 憲法 の 規範性尊重 ･
戦力放棄の論点が来る｡ 護憲派 の憲法学者や進歩的政党が と
る立場てある｡ 国民世論ても過半数の支持を得 て い る2 b｡ これ
には､ ｢ 一 国平和主義｣ と い う批判があるが ､ 逆 にそ の 反論と
して ､ 憲法前文 の ｢専制と隷従､ 圧迫 と偏狭｣ (構造的暴力)
の除去 を掲けた積極的平和主義､ 国連 の経済社会理事会を重
視すべ きとい う意見がある2 7｡
次に､ (2) の 日本国内に限定した自衛隊の ｢専守防衛｣ 論
が来る2 8｡ (1)(2) は､ 第1期から第4期に､ (3) - (5)
は第5期以降に登場する論点である｡
(3) は国連憲章の非軍事的解決 ･ 平和 的紛争処理 の部分
を明確にした国連平和維持活動 (P K O) - の自衛隊参加論て
ある｡ 国際社会の共通価値を尊重する立場で ある｡ 自衛隊に
かえて ｢平和支援隊｣ のような別組織をおく案もある｡ 中道
的な現実的進歩派 ･ 国際政治学者の立場とい える2 9｡ この 論点
- の批判として は, 国連憲章に明記されない P K Oのあい まい
さ ･ 危 うさを指摘する意見がある｡ それに対して ､ 人的 国際
貢献はあくま で協力の 1 つ で あり､ 予 防外交も含め､ 地域安
全保障体制の構築や人間 の安全保障など総合的なア プ ロ ー チ
を提案して い く べ きだと い う反論がある｡
(4) になると､ 国連軍 (国連憲章4 2条) の指揮下で 自衛
隊を派遣 し国際平和維持活動に参加 して 国際貢献をめざす立
場になる｡ ｢戦う軍隊｣ - の参加 で ある｡ ｢小沢調査会｣ の提
言 に近 い ｡ こ れ に対 し､ 安保理指揮下の国連軍は未だか つ て
なく実現性が低 い こ と､ 憲法 9条に違反するとい う批判があ
る｡ 反論として ､ 安保理 の集団安全保障 の追求 て あり､ 国連
主義として憲法 の理想に添 い ､ 国際的孤立を避ける ことが で
きるとい う意見がある｡
最後に (5) と して ､ ア メ リカ軍 ･ 多国籍軍 の行動 の 一 翼
を担い ､ 後方支援活動なと共同分担行動に参加するとい う論
点がある｡ 保守的な政党の立場で ある30｡
こ れ に つ い て は､ 憲法 9条違反､ 集団的自衛権の行使､ 行
きすぎた日米同盟という批判がある｡ こ れ に対し､ 日 米安全
保障条約を基盤とした日米関係を抜きに国際社会では生きら
れな い ､ 安保たた の りは で きな い な どの反論かある｡
図 4 多様な ｢国 際貢献｣ に 対する認識 フ レ ー ム (藤原作成)
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6 . 多様な ｢国際貢献｣ に 対する認識 フ レ ー ム
国際貢献は軍事的なも の たけて はな い ｡ 軍事 的 に 捉える こ
と の 方か 限定的 てある｡ これ を明らか にするため に図 4 を作
成 してみた｡
横軸に､ 国際貢献の行為主体と して ｢政Ji<( ･ 国家アクタ - ｣
と ｢罪政J付 ･ 企 業 ･ 市民 ア クタ ー ｣ をとり､ 縦軸に ､ 国 際貢
献 の 行為空間と し て ｢慮外｣ と ｢国内｣ をとり､ 4領域にわ
けて検証したもの て ある｡
そうすると領域 Ⅰ 〔海外 ×政府〕 には､ ①自衛隊 の P KO参
加 ･ 海外派遣 ､ ②外務省 ･ OD Aに よる人間の安全保障政策 (逮
_L 国支援､ 地煉環境保全なと) か論点
･ 政策と して 考えられ
る ｡ 同根に ､ 劉或Ⅱ 〔海外 ×訓政府 ･ 企 業 ･ 市民〕 には､ ③
N G O なとによる海外協力 ･ 人道 支援､ ④企業 による通商 ･ 貿
易､ 技 術協力､ 技術 移紅か 政策と して あけられる｡ また ､ 領
域 Ⅲ 〔国内 ×非政府 ･ 企業 ･ fT]民〕 には､ ⑤市民 による民主
的市民社会の形成､ 平 和 ･ 国際人権の実現 ､ ⑥消費割 こよる
内需拡大 ､ 経済的相互依存の 深まりか該当し､ 領域 Ⅳ 〔海外 ×
政府〕 には､ ⑦自衛隊による専守防衛､ 災害復旧 ･ 危機管理 ､
⑧内閣 による構造改革 ､ 市場開放 ､ 国内需要の創,FI_
I
,､ 移 民労
働者受け入れなとか考 えられる｡
表 1 ｢平和と国際貢献｣ をめ ぐる認識 フ レ ー ム と立論 (藤原作成)
行 為者 行為 立 論 国際 関係 ー
i
①自衛隊 海
外 派 遣 ○ p K O. 自衛隊が海外 に 出動し ､ ｢平和維持活 動｣ に アメリカ ○ 国連安保理
p K F､ 実 戦部 隊 の 後 従事することが国 際貢献であるo ( 文民で あ の 要請○
方支援 ､ 選挙監視 れば軍事性はさらに弱くなる) ア ジア諸国の 懸念○
②外務省
O D A(工 業開発 ､ 途 軍 事的貢献で は なく､ OD Aをとお した経済 先進 国の 要 求､ アジ
上 国支援 ､ 地球 環 境 支援によつ て途上 国の 開発や 地球環境保 全 ア諸国の 賛同 ､ 開発
保全) に貢献することができる○ 途上 国の 要請
n
③N G O 海外協
力 . 人道支援
軍事的と経済的とを問わず ､ 国家的行 為が
貢献で はな い ○ 非政府 の 市民的行 為こそが
国際貢献である. ( 個人 の 芸術 ､ ス ポ ー ツ ､ 科
学技術研究で の 貢献も含む)
国連経 済社 会理 事
会の 要請 ､ 開発途上
国の 賛同
④企業
通 商 . 貿易 ､ 技術 協
力 ､ 技術移転
通商 . 貿易の発 展 による企業活動の 拡大 が､ 先進 国 ､ 開 発 途 上
民生 技術を深化させ ､ 技術移転や 技術協力 国 ､ ア ジア諸国 の 賛
を生み出す○ これ こそが国際貢献である○ 同
ⅠⅡ
⑤市民
民主 的市民社会の 形
成､ 国際人権 .平 和の
実現
憲法 の 平和 主 義 ､ 人 権尊重 の 理想 を実現
し ､ 民 主的な市民社会を創造することが ､ 国
際貢献であり､ 戦争責任を果たすことに つ な
がる○
ア ジア諸国 ､ 途上国
の 賛同 ､ 国連社会開
発サミットの 要請
⑥消費者 消費社会の 拡大
生活 のさまざまな場面で ､ 地球社会の 人 々 と 先進 国 の 要求 ､ ア ジ
の つ ながりや 相互 依存を深 めることが ､ 国際 ア諸国 ､ 途上 国の 賛
貢献 である○ 同
1V
⑦自衛隊 専守防衛 ､ 災害復 旧 .
危機管理
日本 は ､ 他 国の 侵 略や攻撃 に備 えて 国土や
国民 の 安全 を守ることに 専念す べ きである○
日 米 地 位 協定 に 基
づく米軍駐留
( 災害復 旧 や危機管理 にも積極的 に 出動 す
べ きで ある)
近 隣諸国との 協調 外
交
⑧内閣 規 制 緩 和 ､ 市
場 間
放 ､ 経済成長政策
日本 の 閉鎖的な市場 の 開 放や 規 制を緩和
し､ 世界 的な相 互依存関係 を深 めることが 日
本の 防衛に つ なが るo
先進 国 の 要求 ､ ア シ
ア諸国の 賛同
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時事的問題学習と して の 社会科
表1は､ これ を行為者､ 行為､ 立論､ それ に対応する国際
関係にそ っ て まとめたも の で ある｡
行為①と行為⑦は､ 自衛隊 の 国内防衛か海外派遣 の論点と
して対立する｡ 同様に ､ 行為(丑と②も軍事か外交かの論点と
して対立する｡ さ らに行為①には､ 軍事か経済 ･ 社会かと い
う論点として行為③ ･ ④が対立する ( 国連安全保障理事会か
経済社会理事会か の 選択 で もある)0
行為③ ･ ④は ､ 憲法前文 の積極的平和主義の 行為選択と し
て軍事的国際貢献に代わる人的国際貢献で ある｡ より根本的
には､ 行為⑤ ･ ⑥の ように､ 私 たち の 日常生活における消費
行動､ 適切な経済的相互依存の構築や民主的な市民社会形成
- の 不断の努力こそが国際貢献にな っ て い く ｡ ヨ ハ ン ･ ガ ル
トウ ン グの い う経済や文化における積極的平和政策に 当たる
も の で ある
3 1
｡
こ の ように､ 私 たちの社会行為を､ 多様なアクタ ー と選択
肢に分けることによ っ て ､ 行為選択の意味や価値を明確にす
る ことが てきるの で ある｡
7. おわりに 一 社会科授業づくり へ の 示唆
｢9 11事件とア フガ ン報復攻撃｣ は ､ 日本国憲法が不戦と
非戦 の規範と して ｢世界基準｣ にある ことを改め て教えて い
る｡ なぜ なら､ こ の 憲 法 こ そ､ ナ チス や日本 などが行 っ た民
族差別による虐殺､ ア メリカが行 っ た核兵器による大量殺教
を生み出した第二次大戦の惨禍をくり返さな いと い う国際社
会の平和 - の願いや､ 他国 - の攻撃的な軍事的侵略と閉鎖的
な価値観 の 中で ｢大義｣ に殉じた若者の自己犠牲をもたらし
た自国 (日本) の苦い経験を､ 不戦と非戦の規範にま で高め
たものだからで ある｡
連合軍 の 占領統治~下における ｢憲法｣ で あ っ たに して も､
そ の 規範性の ｢世界基準｣ 性 の意義は､ む しろ当時 の 国際社
会の理念や日本社会の理想を物語 るも のと言えよう｡
戦後 の社会科教育では ､ 憲 法 9条学習や被爆地 の平和学習
が多く実践された｡ 平 和に つ い て 学び ､ 戦争の悲惨さを学ぶ
意味で有効で あり評価 で きるが､ や はり自国中心 の平和学習
(｢消極的平和｣ の学習) で あ っ た ことは否めな い 3 2｡ 今後は､
憲法前文における構造的暴力の除去をめざす ｢積極的平和｣
の 学習 が 求められよう｡ 別 の 言 い 方 をすれば , 平和 に つ い て
の 学習 (E ducatl O n abo ut pe ac e) だけではなく､ 平 和 の た
め の 学習 (E du catlOn fo rpe a c e)､ 平和 の うちに生存する学
習 (E du c atlOn l npea c e) が必要である｡
最 近の内閣府調査にお い て も､ 国際貢献 - の 意識は高 い 3 3｡
しか し､ 平 和 と国際貞献をめぐる学習は､ 自衛権や集団的安
全保障 の観点たけて はなく､ 人 間の 安全保障と い う視点から
構造化する必要がある｡ 図4 ･ 表 1 の認識フ レ ー ム や ｢4 つ
(軍事､ 政 治､ 経 済､ 文化) の 平和力｣ (ガル トウ ン グ) の視
点を踏まえた平和学習 で ある｡
たとえは図 1 に 示 したように ､ 自衛隊 ､ 自衛権をめぐる憲
法解釈 の変遷を､ 資料やデ ー タ ベ ー ス の 分 析を通 して ､ 生 徒
に検証させる ことによ っ て ､ 図 2 や図 3 に あげたような､ 対
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立する多様な立場が形成されて い る ことを理解させ､ それぞ
れ の立場に つ い て 吟味させ る ことが で きる3 4｡
また､ 図4や表 1に示したような社会行為や立場に つ い て ､
た とえは､ トウ ー ル ミン図式による立論の論理構造 を踏まえ
たうえ で ､ ディ ベ ー トの 学 習を取り入れたり､ ラ ン キ ン グの
手法を導入 してそれぞれ の立場の重要度を吟味することか て
きる｡ さ らには､ 行為体の立場やそ の背景を調べ る学習を行 っ
た うえ で ､ 行為体を示す象徴的な人物像を考案し､ ロ ー ル プ
レ イ を行うこ とも可能で ある3 5｡
以 上､ 学 習者による対立する立場や多様な政策の吟味と選
択的な価値判断が可能な授業方略を保証する ことによ っ て ､
新聞記事やテ レ ビの ニ ュ ー ス 映像の投げ込み的な提示や教師
の 一 方 的 な ｢思 い 入れ｣ にとどまらな い ､ 時事的問題学習と
して の社会科 の地平が開けるもの と考える｡
注
1 不戦とは, 戦争の対概念て ｢戦争をする ･ しな い｣ の立場で
あり､ 非戦とは戦争を否定し無化 し､ 平和 の うち に生存す
るため の 立場としておく｡
2 粕谷進 『憲法第9条と自衛権』(新版) 信山社､ 1992年､ 74
頁｡
3 文部省『新しい憲法の はなし』1 947年 (200 1年復刊本) 童話
屋 ､ 3 3-34頁｡ 自衛権は憲法に明記されす解釈が分かれるが､
国家には正当防衛権が存在すると い う見解もある (前掲､
粕谷 ､ 13 9-1 41頁)0
4 前掲､ 粕谷 ､ 158頁｡
5 国連憲章における不戦と戦争の 矛盾につ い て は､ 福田菊 『国
連と P K O』(第2版) 東信堂､ 1994年､ 猪 口邦子 『戦争と
平和』 東京大学出版会､ 1989年､ 浅井基文 『新しい世界秩
序と国連』岩波書店 ､ 199 1年などか参考 になる｡
6 東京大学田中明彦研究室 ｢デ ー タ ベ ー ス 『世界と日本』｣/『戦
後日本政治 ･ 外交デ ー タ ベ ー ス』戦後国際政治の基本文書/
[文書名]国際連合憲章
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m e nts/te xts/ do c s/1945 0626 01Jhtml､ 2003 0 5 05
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7 平成14年版防衛白書公式サイ ト参照 (第2章 ｢我が国 の防衛
政策｣ 第1節 ｢防衛の基本的な考え方｣ 第2項 ｢憲法と自衛
隊｣ における ｢憲法第9条の解釈 に つ い て｣ (4) 集団的自
衛権)0
http //)da-clearlng )da go)p/ku n r el/w J d /20 02/ ho n-
m o n/1 nde x htm ､ 20 03 05 0 5ア ク セ ス
8 たとえば､ 日本経済 の成功 の原因に軍事よりも民需優先 の施
策あけた P ･ F ドラ ッ カ ー の 指摘など (P ･ F ドラ ッ カ ー ､
上 田 ･ 佐 々 木 訳 『新 し い 現実』 ダイヤ モ ン ド社､ 1 989年､
61-78頁)0
9 (財)経済広報セ ンタ ー ･ 慶応義塾大学商学全編 『日本の 国
際貢献』有斐閣､ 1 995年｡
1 0 『政 治学辞典』 弘文堂 ､ 2 000年､ 652頁 (｢専守防衛｣)0
‖防衛rj君 (抄)19 70年 (前掲､ LIB 中明彦研究室｢テ - 夕 べ -
ス｣ よ り)｡
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1 ∠
前 掲 ､ 平成14年版防衛自書公式サイト (第2章 ｢我が国の
防衛政策｣ 第1節 ｢防衛の基本的な考え方｣ 第2項 ｢憲法
と自衛隊｣ 参照｡
1 j
外 山三 郎は､ 元遥における鎌倉幕府 ･ 朝廷 の 防 衛戦､ ス ペ
イ ン 無敵艦隊と戦 っ たイギリ ス の 防 衛戦なと の 史実の検証
を踏まえ､ 専勺こ防衛 の戦略的意義を説 い て い る (外fJJ三 郎
『専守防衛』 芙蓉書房､ 1 98 3年)0
1 4 林茂夫 『国際貢献の旗の下 ､ 日本 はと こ - 行 くの か』 高文
研 ､ 1993勺-､ 巻末資料参照 ｡
1
r
' 口本 の 主な周辺国 の 軍事力 (『世界国勢図会20 02/ 00 3年版』
(5 06-511頁) より筆者作成)
2000牛
国防支山費 国 防 刺
j:E 規 兵 力
(千人)
総 額 支出 / 人 G D P
(百万トル) ( トル) (鶴)
口 木 44,417 351 10 2 36 7
r[f 国 41,167 32 5 3 2 810 0
米 国 2 94,695 1059 3 0 1365 8
ロ シ ア 58 810 40 0 5 0 1 520 0
韓 国 12,496 26 3 2 8 683 0
北 朝 鮮 2,049
‖
9 5 13 7 1 055 0
l ' 朝日新聞論説委員室編『国際協力と壱法 一 朝 日新聞は提言
する』 朝日新聞社､ 1 995Jト 86-88頁｡
- 7 陸培春 『ア ジア か らみた日本 の 国際責献』旬報社､ 1 993年｡
- 8
ア メ リ カか国連 を利用 した時代は､ 創設時 (19 46年-19 60
年 ｢創設者ル - ス ペ ル トの 国連｣) 及び冷戦終結後 (80年代
半は-現在) て ある｡ (1960年-8 0年代半は) は敬遠して い
た ( 前掲､ 洩井 ､ 19 91Jl∴ 9頁)｡ さ ら に い えは ､ 20 03年 の
米英単によるイラ ク攻撃は ､ 国連 の ｢大義名分｣ さえ無視
し得る ア メ リカの単独主義とそれを可能 に した軍事力を示
したも の と言える (フ ォ ー リ ン ･ ア フ ェ ア - ス ･ ジャ パ ン
編 ･ 監訳 『ア メ リカはなせイラク攻撃をそんなに急くの か ?』
朝日文庫､ 200 2年､ 15-4 4頁)｡
l り 村 山首相 の 『日米安保堅持』 国会答弁､ 1 994年7月20日 (前
掲 ､ 即 中明彦研究室 ｢テ 一 夕 - - ス｣ よ り)｡
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2''
小沢調査会答申秦 ｢国際社会における日本 の 役割 一 安全 保
障問題 に関する提言｣ (1 992年2月20日公表) に つ い て は ､
森英樹 『憲法 の平和主義と ｢国際貢献｣』(新日本 出版封 ､
1 992年) 資料編 (21 8-2 22頁) 所収の も の を参照 したo
2 1
1 998/12/2 ｢ア ジア の 明EIを創る知的対話｣ に おける小捌総
理大臣冒頭演説 ｢人間 の 安全保障｣ (前掲､ 田 中明彦研究室
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｢テ 一 夕 ベ ー ス｣)､ お よひ1 999年外交青書 (第1部筋1草
｢総括｣ 1 ｢21fil-紀 を迎える世界と日本｣)
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2-' 育子F
一
法律家協会京都支部憲法プ ロ ジ ェ ク ト編 『誰でも てき
る ｢国際貢献｣ - 地球市民 の権利宣言』かもかわ出版､ 19 95
年､ 馬橋憲男 『国連とN G O一市民参加の歴史と課題』有信
堂 ､ 1 999年､ 小川秀樹 『あなたも国際員献の主役 になれる』
日本経済新聞阜L､ 2 001年などか参考になるo
2 3
坂 本龍 一 + s u stal n abl ltyfo rpe a ce監こ修 『非戦』 幻冬
礼､ 20 02年 (特に ロ ハ ー ト ･ M ･ ホ ウ マ ン ･ テ ロ 枇絶の処
方筆96-1 05頁参照)0
j 4
法案名の巾 の ｢国際連合憲章の目的｣ とは憲章51条てあり､
｢国際連合決議｣ とは同時多発テ ロ 後すくに出された ｢安
全保障理事会決議｣ をさす ( 舛添要 一 『新 し い 戦争とL=7本
の 員献』 小学館､ 2002勺二 ､ 151貝)｡ また ､ イ ラク復興支援
特別措置法は､ 海 上 て はなくイ ラク国内におけるアメリカ
軍 へ の ｢後方 支援｣ 店動を可能 に したも の て ある｡
2 3 福田菊 『国連とP K O』(第2版) 束信堂､ 199 4年一 ､ 229頁 ｡
加 憲法9条改 正 (41 70/.)､ 解釈 ･ 運用 て 対応 (31 4% ), 9 条
を厳密に 守 る (16 5% ) (読売新聞世論調査､ 2002年 4月 5
日朝刊掲載 ､ 3月23･ 24実施 ､ 19 35人対象)0
2 丁 文部省 (1947)､ 成 井基文 (1991)､ 粕谷進 (1992)､ 森Ij;樹
(19 92)､ 林茂夫 (1 993)､ 青年法律家協会京都支部憲法プ
ロ ジ ェ ク ト (19 95)､ 坂 本龍 一 (2002) なと｡
2 8
外【l｣三 郎 (1 983) なと ｡
-
' り
朝 日新聞論説委員室 (1 995)､ 福田菊 (19 94)､ ヨ ハ ン ･ カ
ル トウ ン グ 『90年代目木 - の 提 言』 中央大学出版部 ､ 19 89
年､ 大治イ卿召(朝lてL新聞論説委員室､ 19 95)､ 猪 口邦子 (1 989)､
小 川秀樹 (2001) なと｡
3 0 奥宮正武 『P KO と憲法』1992年､ PH P 研究所､ 舛添要 一
(2 002) なと｡
31 ガ ル ト ウ ン クは ､ ｢消極的平和｣ を ｢国家をより攻撃的てな
くする方法｣､ ｢積 極的平和｣ を ｢国家をより協力的関係て
結 ひ つ ける方法｣ と し､ 各々 軍事 ､ 経 済 ､ 文 化､ 政治 の 4
つ の 平 和力 に分けて 日木 のため に 8 つ の 政策を提言 して い
る (前掲､ ガ ル ト ウ ン グ､ 19 89年､ 10 5-128頁)0
3-' 歴史教台ては ､ 第 二 次大戦中の空襲や被爆 の様子 ､ 植民地
支配 の苛酷さ､ 侵略の実態なと の事実を提示 して ､ iF 和や
国際協調 の大切さを理解させる授業が行われるが ､ ともす
れは悲惨さ の み の 強調 におわる ことか多 い ｡
3 3 内閣府世論調査報告概要､ 平 成1 3年1 0月調香 ､ 内閣府大臣
官房政府広報 室 ｢外交 に関する世論調査｣ (4 ｢国際社会 に
おける役割等 に つ い て｣ ｢(8) 国際社会 における日本 の 役割｣
"
日本 は国際社会 て , 主 と し て と の ような役割を果たす へ
き か 聞 い たところ, ｢人的支援を含んた , 地 域紛争 の 平和的
解決 に向けた努 力なと の 国際平和 の 維持 - の 貢 献｣ を挙百ナ
た者の割合が5 0 3% と最も高く, 以~F, ｢地 球環境関越なと
の 地球的規模 の問題解決 - の 貞 献｣ (3 8 2% ), ｢難民 ･ 避難
民 (特に子供, 女性) に対する人道的な支援｣ (30 9%), ｢田-
界経済の健全な発展 - の貢献｣(19 6% ) なとの順とな っ て
い る｡
"
http //w w w8 ca o go J p/s u Ⅳey/ h13/ h13-ga lko u/2-
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3 4 池野範男他 ｢高校社会問題史教授プラン の 開発-単元 ｢国
際平和を考える一意法解釈の歴史的変遷を通 して｣ (『広島
平和科学』20号､ 199 7年､ 14 9-1 73頁) が参考になる｡
3 5 筆者は､ テ - マ は異 なるが､ 多文化学習につ い て ト ウ ー ル
ミ ン図式による立論の論理構造 を踏まえた ロ ー ル プ レ イ学
習 を開発した ことがある (拙稿 ｢グ ロ ー バ ル 教育における
多文化学習 の授業方略 - シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 教材 ｢ひ ょうた
ん島問題｣ を事例として - ｣ 『社会科研究』(全国社会科教
育学会) 第47号 , 4 1- 50頁 ､ 19 97年)0
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